
   公益財団法人 介護労働安定センター 
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  介護労働の現状について 
       平成２９年度 介護労働実態調査  

平成３０年８月３日公表 
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平成２９年度の調査回答事業所構成の特徴 
        （２８年度調査と比較して） 

B 回答事業所従業員規模の年度比較 

A 法人の経営主体の年度比較                   
 

社会福祉協議会、社会福祉法人はやや増加 

１９人以下はやや減少 

民間企業

56.0 

民間企業

56.0 

社会福祉協議会

4.5 

社会福祉協議会

4.4 

社会福祉法人

17.4 

社会福祉法人

17.0 

医療法人

11.4 

医療法人

11.6 

NPO
4.6 

NPO
4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度

(n=8,782)

平成28年度

(n=8,993)

4人以下

8.4 

4人以下

8.3 

5人以上

9人以下
16.7 

5人以上

9人以下
17.9 

10人以上

19人以下
29.0 

10人以上

19人以下
28.0 

20人以上

49人以下
27.3 

20人以上

49人以下
26.8 

50人以上

99人以下
11.3 

50人以上

99人以下
11.5 

100人
以上
4.5 

100人
以上
5.1 

無回答

2.8 

無回答

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度

(n=8,707)

平成28年度

(n=8,907)

19人以下 54.1%

19人以下 54.2%
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C 介護保険サービス系型別比較 

D 主とする介護サービス別回答事業所数比較                       
 

（注）通所介護には「地域密着型通所介護」は含まれていない。 

訪問系、施設系（入所型）はやや増加 
施設系（通所型）はやや減少 

特定施設入居者生活介護、 
介護老人福祉施設がやや増加 

訪問系

38.8 

訪問系

37.8 

施設系(入所型)
26.1 

施設系(入所型)
25.8 

施設系(通所型)
33.3 

施設系(通所型)
34.4 

その他

0.6 

その他

0.7 

無回答

1.1 

無回答

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成29年度

(n=8,782)

平成28年度

(n=8,993)

8,782 

2,006 
1,305 

267 
765 

269 

8,993 

2,011 
1,360 

260 
733 

286 

97.7%

99.8% 96.0% 102.7% 104.4%
94.1%

0%

50%

100%

150%

200%

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000

回答事業所数 訪問介護 通所介護 特定施設入居者

生活介護

介護老人

福祉施設

介護老人

保健施設

29年度 28年度 増減率(28年度＝100)(事業所数)

(

増
減
率)
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E 勤続年数別個別回答労働者数構成比較                          

比較する際には回答事業所の属性、回答労働者の属性等の 
構成変化の要因にも十分留意する必要がある。 

１年以上５年未満の階層で減少、１年未満と５年以上の階層で増加                                 

9.4 

13.5 

29.9 

24.3 

17.3 

2.3 3.4 

9.1 

15.2 

30.3 

23.6 

16.1 

1.9 
3.9 

0.3 

-1.7 
-0.4 

0.7 

1.2 

0.4 

-0.5 

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

1年未満 1年以上

2年未満

2年以上

5年未満

5年以上

10年未満

10年以上

20年未満

20年以上 無回答

29年度 28年度 労働者構成割合

（29年度-28年度）
(労働者割合)

労
働
者
構
成
割
合
差(

ポ
イ
ン
ト)
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Ⅰ 法人・事業所の概況 
 １ 法人格（経営主体）  

 訪問系、施設系（通所型）は民間、施設系（入所型）は社会福祉法人の割合が多い  

 

 

 

 

民間企業

56.0 

67.2 

29.7 

62.9 

社会福祉協議会

4.5 

5.6 

1.4 

5.6 

社会福祉法人

17.4 

4.2 

46.6 

10.4 

医療法人

11.4 

9.2 

15.8 

10.7 

NPO

4.6 

5.2 

2.7 

5.5 

その他

5.7 

8.0 

3.5 

4.6 

無回答

0.4 

0.5 

0.3 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,782) 

訪問系(n=3,408) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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２ 介護保険サービス以外の事業の実施 
全体の約５５％が介護保険サービス以外の事業を実施 

□全体

介護保険サービス以外の

介護・福祉・医療関係事業

を実施

介護・福祉・医療関係以外

の事業を実施

実施して

いる
54.4% 

実施して

いない
44.6% 

無回答

1.0% 

n=8,782

81.2

23.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=4,775

□訪問系

介護保険サービス以外の

介護・福祉・医療関係事業

を実施

介護・福祉・医療関係以外

の事業を実施

実施して

いる
58.1% 

実施して

いない
40.9% 

無回答

1.0% 

n=3,408

83.6

21.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,981

□施設系（入所型）

介護保険サービス以外の

介護・福祉・医療関係事業

を実施

介護・福祉・医療関係以外

の事業を実施

実施して

いる
48.3% 

実施して

いない
50.7% 

無回答

1.0% 

n=2,296

82.6

21.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,110

□施設系（通所型）

介護保険サービス以外の

介護・福祉・医療関係事業

を実施

介護・福祉・医療関係以外

の事業を実施

実施して

いる
54.8% 

実施して

いない
44.2% 

無回答

1.0% 

n=2,927

77.5

26.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,605
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３ 複数事業所の有無及び法人全体の従業員規模 
複数事業所がある法人の割合が６５．６％ 

(2) 法人全体の従業員数規模 全体の３２．７％が１９人以下の法人 

(1) 複数事業所の有無 
施設系は複数事業所の割合が訪問系と比較して高い 

複数事業所が「ある」

65.6 

54.8 

80.6 

66.4 

複数事業所が「ない」

33.8 

44.6 

19.0 

32.9 

無回答

0.6 

0.6 

0.4 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,782)

訪問系(n=3,408)

施設系(入所型)(n=2,296)

施設系(通所型)(n=2,927)

19人以下

32.7 

46.7 

6.1 

36.9 

20人以上

49人以下

22.0 

21.2 

16.6 

27.1 

50人以上

99人以下

15.2 

10.9 

24.8 

13.1 

100人以上

299人以下

16.8 

10.9 

31.1 

12.5 

300人以上

499人以下

4.6 

2.7 

8.8 

3.5 

500人以上

7.6 

6.2 

11.8 

6.1 

無回答

1.2 

1.4

0.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,782)

訪問系(n=3,408)

施設系(入所型)(n=2,296)

施設系(通所型)(n=2,927)
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４ 事業所の開設、介護事業の開始時期 
平均１２．７年  約５０％が１０年以上 

  (2) 介護事業の開始後経過年数 平均１１．３年 約５０％が１０年以上 

  (1) 事業所の開始後経過年数 

11.9

11.0

平均経過年数

(年)

12.7

16.3

1年未満

1.4 

1.8 

0.9 

1.4 

1年以上

2年未満

3.6 

4.8 

2.1 

3.3 

2年以上

3年未満

4.9 

5.6 

3.3 

5.1 

3年以上

4年未満

6.7 

7.2 

3.8 

8.3 

4年以上

5年未満

5.3 

5.3 

3.2 

7.2 

5年以上

10年未満

21.2 

21.6 

15.0 

26.0 

10年以上

51.4 

47.8 

67.7 

43.1 

無回答

5.5 

5.9 

4.0 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,782)

訪問系(n=3,408)

施設系(入所型)(n=2,296)

施設系(通所型)(n=2,927)

10.4

9.8

14.6

平均経過年数

(年)

11.3

1年未満

1.3 

1.9 

0.6 

1.3 

1年以上

2年未満

3.4 

4.6 

2.0 

3.0 

2年以上

3年未満

4.6 

5.1 

3.0 

5.3 

3年以上

4年未満

6.0 

6.4 

3.6 

7.6 

4年以上

5年未満

5.6 

5.5 

2.8 

7.9 

5年以上

10年未満

21.1 

22.3 

14.5 

25.1 

10年以上

50.3 

45.7 

67.7 

42.3 

無回答

7.6 

8.4 

5.7 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,782)

訪問系(n=3,408)

施設系(入所型)(n=2,296)

施設系(通所型)(n=2,927)
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５ 実施している介護サービスの種類（複数回答） 

・居宅介護支援 
・訪問介護 
・通所介護 
の割合が高い 

居宅介護支援        

訪問介護            

通所介護            

地域密着型通所介護  

訪問看護            

短期入所生活介護    

認知症対応型共同生活介護                

介護老人福祉施設    

通所リハビリテーション                  

小規模多機能型居宅介護                  

特定施設入居者生活介護                  

認知症対応型通所介護

介護老人保健施設    

短期入所療養介護    

訪問リハビリテーション                  

福祉用具貸与        

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

居宅療養管理指導    

特定福祉用具の販売  

訪問入浴介護        

定期巡回・随時対応型

介護療養型医療施設  

看護小規模多機能型居宅介護              

夜間対応型訪問介護  

地域密着型特定施設入居者生活介護        

介護予防通所介護    

介護予防訪問介護    

介護予防支援        

介護予防短期入所生活介護                

介護予防訪問看護    

介護予防認知症共同生活介護              

介護予防通所リハビリテーション          

介護予防認知症対応型通所介護            

介護予防短期入所療養介護                

介護予防小規模多機能型居宅介護          

介護予防特定施設入居者生活介護          

介護予防訪問リハビリテーション          

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売                

介護予防訪問入浴介護

介護予防居宅療養管理指導                

無回答

39.4 

38.2 

27.5 

17.9 

12.9 

12.7 

11.4 

9.7 

6.0 

4.7 

3.9 

3.9 

3.6 

3.3 

3.0 

2.9 

2.6 

2.4 

2.4 

2.3 

1.3 

0.7 

0.5 

0.3 

0.3 

31.7 

31.5 

15.2 

10.2 

9.6 

6.3 

5.1 

3.1 

2.8 

2.8 

2.7 

2.3 

2.2 

1.9 

1.7 

1.7 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介
護
給
付
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス

予
防
給
付
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
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６ 主とする介護サービスの種類（最も事業収入の多い介護サービス） 

・訪問介護 

・通所介護 

・地域密着型通所介護 

を主とする事業者が 

全体の半数 

平均要介護度

2.7 ←全サービス平均

訪問介護 2.5

通所介護 2.2

地域密着型通所介護 2.1

介護老人福祉施設 3.9

認知症対応型共同生活介護 2.8

居宅介護支援 2.3

訪問看護 2.8

その他の介護給付におけるサービス 2.9

介護老人保健施設 3.2

特定施設入居者生活介護 2.7

小規模多機能型居宅介護 2.5

予防給付サービス －

通所リハビリテーション 2.2

短期入所生活介護 2.9

認知症対応型通所介護 2.6

訪問入浴介護 4.1

介護療養型医療施設 4.3

無回答

22.8 

14.9 

12.0 

8.7 

7.3 

7.3 

7.2 

3.2 

3.1 

3.0 

2.6 

1.8 

1.6 

1.6 

0.8 

0.6 

0.5 

1.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

22.8 

14.9 

12.0 

8.7 

7.3 

7.3 

7.2 

3.2 

3.1 

3.0 

2.6 

1.8 

1.6 

1.6 

0.8 

0.6 

0.5 

1.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25%
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７ 従業員の就業形態及び規模 

施設系（入所型）の正規職員比率は６４．４％ 

（2） 介護サービス従事者の就業形態 訪問系の５７．３％が非正規職員 

（1） 全従業員の就業形態 

30.5

56.1

20.6

22.4

1事業所あたり

平均人数(人)正規職員

55.5 

43.9 

64.4 

50.2 

非正規職員

43.3 

54.4 

34.4 

48.8 

無回答

1.3 

1.7 

1.2 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=258,504) 

訪問系(n=67,599) 

施設系(入所型)(n=125,724) 

施設系(通所型)(n=64,243) 

25.1

47.4

17.2

1事業所あたり

平均人数(人)

17.0

正規職員

54.6 

40.9 

65.5 

46.9 

非正規職員

44.2 

57.3 

33.9 

51.8 

無回答

1.1 

1.9 

0.6 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=212,122) 

訪問系(n=55,791) 

施設系(入所型)(n=106,120) 

施設系(通所型)(n=49,375) 
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（３）事業所の規模 １０人以上１９人以下が２９．０％で最も高い 

（４）介護サービスの規模 １０人以上１９人以下が３０．６％で最も高い 

20.6

22.4

1事業所あたり

平均人数(人)

30.5

56.1

4人以下

8.4 

17.1 

1.7 

3.3 

5人以上

9人以下

16.7

19.8

4.7

22.7

10人以上

19人以下

29.0 

28.4 

17.7 

38.6 

20人以上

49人以下

27.3 

25.1 

31.2 

27.2 

50人以上

99人以下

11.3 

5.0 

29.8 

4.5 

100人以上

4.5

1.5

12.5

1.8

無回答

2.8 

3.0 

2.4 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 

17.0

17.2

47.4

1事業所あたり

平均人数(人)

25.1

4人以下

9.8 

18.9 

2.5 

4.4 

5人以上

9人以下

18.8

21.4

5.1

26.4

10人以上

19人以下

30.6 

29.6 

19.4 

40.7 

20人以上

49人以下

25.1 

21.9 

33.1 

23.2 

50人以上

99人以下

10.4 

4.4 

29.4 

2.9 

100人以上

2.6

0.8

8.1

0.4

無回答

2.8 

3.0 

2.4 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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 (1) 職種別就業形態 訪問介護員の７４．４％が非正規職員 

(２) 職種別性別 訪問介護員の８９．７％が女性 全体でも７９．２％が女性   

８ 職種別従業員数 

男性

20.8 10.3 15.1 25.6 5.7 
39.1 

51.1 

22.6 

女性

79.2 89.7 84.9 74.4 
94.3 

60.9 
48.9 

77.4 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

区分 全体

(n=192,126)
訪問

介護員
(n=40,093)

サービス提供

責任者
(n=7,002)

介護職員

(n=92,781)
看護職員

(n=24,758)
生活相談員

(n=8,484)
PT・OT・ST等

(n=6,957)
介護支援

専門員
(n=12,051)

正規

職員

55.0 

24.0 

80.7 
59.7 54.4 

83.6 
69.1 

80.6 

非正規

職員

43.8 

74.4 

16.2 
39.8 44.3 

14.4 
29.5 17.1 

不明

1.1 1.6 3.1 0.5 1.3 2.0 1.4 2.3 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

区分 全体

(n=192,126)
訪問

介護員
(n=40,093)

サービス提供

責任者
(n=7,002)

介護職員

(n=92,781)
看護職員

(n=24,758)
生活相談員

(n=8,484)
PT・OT・ST等

(n=6,957)
介護支援

専門員
(n=12,051)
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Ⅱ雇用管理の状況 
 １ 訪問介護員、介護職員の採用・離職の状況（平成２８年１０月１日～平成２９年９月３０日） 

介護職員（非正規職員）の採用率、離職率が高い （１）１年間の採用率・離職率  

政令指定都市等で採用率、離職率が高い （２）事業所の所在地（市区町村）別 

17.8 17.5 
14.2 15.1 

25.0 

0%

10%

20%

30%

40%

2職種

合計
(120,051)

正規

職員
(10,277)

非正規

職員
(23,631)

正規

職員
(53,276)

非正規

職員
(32,867)

1年間の採用率

訪問介護員 介護職員

16.2 17.0 
13.8 14.3 

20.6 

0%

10%

20%

30%

40%

2職種

合計
(120,051)

正規

職員
(10,277)

非正規

職員
(23,631)

正規

職員
(53,276)

非正規

職員
(32,867)

1年間の離職率

介護職員訪問介護員

17.8 
19.3 17.9 

14.8 16.2 17.6 
16.1 

14.3 

0%

10%

20%

30%

2職種合計

(n=120,051)
政令指定都市、東京23区

（n=26,842)
市・区

（n=76,666)
町・村、その他

（n=15,929)

採用率 離職率
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離職者の６５．２％が勤務年数３年未満 

(３) 離職者の勤務年数（職種・就業形態別） 

（65.2） （65.5） （60.8） （58.4） （73.2） 

１年間の離職者のうち、 
「１年未満の者」と 
「１年以上３年未満の者」の 
合計割合。 

1年未満

の者
38.8 37.1 33.3 34.6 

47.3 

1年以上

3年未満

の者

26.4 28.4 27.5 23.8 

25.9 

3年以上

の者
34.9 34.5 39.2 41.6 

26.8 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

区分 2職種合計

(n=19,421)
訪問介護員

正規職員
(n=1,752)

介護職員

正規職員
(n=7,633)

訪問介護員

非正規職員
(n=3,271)

介護職員

非正規職員
(n=6,765)



16 

① 法人格別離職率 民間企業の離職率が高い 

(４) 職種・就業形態別離職率（事業所状況別） 

18.3 

7.4 

19.3 

9.9 

15.9 

8.7 

24.3 

13.7 

0%

10%

20%

30%

40%
訪問介護員 正規職員

介護職員 正規職員

訪問介護員 非正規職員

介護職員 非正規職員

（n=7,367) （n=13,654） （n=13,763） （n=11,599） （n=272） （n=1,064） （n=2,860） （n=1,731）

15.1 15.1 
12.1 

14.5 
12.1 

16.3 
18.7 

21.7 

0%

10%

20%

30%

40%

（n=708) （n=26,253） （n=3,213） （n=13,668） （n=902） （n=9,525） （n=1,000） （n=3,484）

民間企業 社会福祉協議会

社会福祉法人 医療法人
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② 事業所規模別離職率 
訪問介護員（正規職員）では、２０人以上４９人以下の離職率が高い。 
それ以外では、１９人以下の離職率が高い 

18.3 18.5 18.8 
15.3 

18.6 
14.6 

23.9 21.4 

0%

10%

20%

30%

40%

訪問介護員 正規職員

介護職員 正規職員

訪問介護員 非正規職員

介護職員 非正規職員

（n=3,414） （n=7,983） （n=5,258） （n=6,914） （n=4,138） （n=13,530） （n=9,623） （n=9,493）

13.9 11.7 13.2 12.1 10.8 8.8 

19.9 
16.9 

0%

10%

20%

30%

40%

（n=1,751） （n=19,175） （n=5,413） （n=10,108） （n=934） （n=12,326） （n=3,201） （n=6,223）

19人以下 20人以上49人以下

50人以上99人以下 100人以上
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③ 介護事業開始後経過年別離職率 

年数が経過するほど離職率が低くなる 

24.8 

18.4 
16.1 

26.2 

19.2 

13.2 

31.0 

19.3 

12.7 

34.0 

26.9 

19.1 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

訪問介護員 正規職員

介護職員 正規職員

訪問介護員 非正規職員

介護職員 非正規職員

（n=894） （n=2,688） （n=940） （n=1,589） （n=1,215） （n=3,600） （n=1,700） （n=2,422） （n=7,444）（n=44,198）（n=19,565）（n=26,989）

3年以上5年未満 5年以上3年未満
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(５) 離職率の前年対比較 

２０人以上４９人以下では、前年度よりも離職率が 
１．４ポイント低下した 

① 事業所規模別 離職率比較 

② 介護サービス別 離職率比較 訪問介護は離職率が１．１ポイント低下した 

20.2 

17.0 
14.7 

12.9 

20.5 
18.4 

14.8 
13.1 

0%

5%

10%

15%

20%

25%
29年度 28年度

（n=23,569）（n=25,368）

19人以下
20人以上
49人以下

（n=36,784）（n=38,112）

50人以上
99人以下

（n=36,447）（n=37,229）

100人以上

（n=22,684）（n=25,410）

16.2 
14.8 

18.5 

22.2 

13.5 
15.3 

16.7 15.9 
18.1 

20.3 

14.3 13.5 

-0.5 -1.1 0.4
1.9

-0.8
1.8

-15

-10

-5

0

5

10

15

0%

5%

10%

15%

20%

25%

29年度 28年度 対前年差
離職率

対前年差
(ポイント)

(n=120,051) (n=126,617) (n=26,525)(n=27,119) (n=14,253)(n=15,144) (n=5,789)(n=6,130)
全体 訪問介護 通所介護 特定施設入居者

生活介護
介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

(n=32,979)(n=31,856) (n=10,836)(n=9,313)
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２ 従業員の過不足状況 
前年度と比較して 不足感は４．０ポイント増加 

２９年度の不足感 ６６．６％ 
（%） 

２８年度の不足感 ６２．６％ 

（注）「不足感」は「大いに不足」「不足」「やや不足」の合計。 

大いに不足，9.6

大いに不足，8.6 

不足，24.4

不足，23.1 

やや不足，32.6

やや不足，30.9 

適当，33.0

適当，37.0 

過剰，0.4

過剰，0.3 

平成29年度 全体

（n=6,673）

平成28年度 全体

（n=6,618）
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(１) 定着率について（回答者の認識） ６９．３％が「定着率は低くない」との認識 

３ 従業員の定着状況 

 

 

定着率が低く困っている

19.6 

15.2 

28.4 

17.9 

定着率は低いが

困っていない

7.6 

6.1 

8.0 

8.8 

定着率は低くない

69.3 

74.3 

60.9 

71.0 

無回答

3.5 

4.4 

2.7 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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（２）定着率状況別の離職率 

「定着率が低く困っている」事業所と 
「定着率は低くない」事業所との離職率の差は９．５ポイント 

（各棒グラフ上の数値が離職率（％）） 

16.2 

22.3 22.4 

12.8 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

全体

（n=6,178)
定着率が低く

困っている

（n=1,369)

定着率は低いが

困っていない

（n=482)

定着率は

低くない

（n=4,243)
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４ 就業規則・労働条件の明示等 

全体では７４．７％が作成している 

(1) 非正規職員を対象とした就業規則の作成 

作成している

74.7 

65.9 

83.7 

78.9 

作成していない

10.3 

10.5 

8.5 

11.4 

非正規職員はいないので

作成していない

10.2 

17.7 

4.2 

6.0 

無回答

4.9 

5.8 

3.7 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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（２） 非正規職員の採用時の労働条件の明示 ６５．８％は雇用契約書等書面による 
労働条件の明示が最も高い 

65.8 

42.5 

21.9 

15.0 

0.1 

9.7 

5.2 

60.9 

35.4 

18.3 

11.7 

0.1 

16.9 

6.0 

67.6 

53.0 

25.9 

17.6 

0.1 

3.9 

3.9 

70.8 

43.0 

23.2 

17.1 

0.1 

5.8 

4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

雇用契約書（労働者署名）等書面による

労働条件通知書の交付による

「辞令と就業規則」の交付による

口頭で行っている

いずれも行っていない

非正規職員はいない

無回答

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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５ 雇用管理責任者の選任状況 

全体では４５．９％の事業所が選任している ＜法人格別＞ 

選任している

45.9 

45.8 

35.0 

53.8 

41.0 

49.8 

39.1 

43.8 

14.5 

選任していない

49.8 

50.3 

59.8 

42.6 

53.8 

45.5 

54.2 

49.2 

75.0 

無回答

4.3 

3.9 

5.1 

3.6 

5.2 

4.7 

6.7 

7.0 

10.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

民間企業(n=4,861) 

社会福祉協議会(n=391) 

社会福祉法人(n=1,527) 

医療法人(n=990) 

NPO(n=404)

社団法人・財団法人

(n=179) 

協同組合(n=128) 

地方自治体(n=76) 
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６ 外国人労働者の受け入れについて 

外国人労働者の有無は、全体では「いる」が５.４％。 
「いる」５.４％のうち、受け入れている経緯は「日系人」 が１７.５％で最も高い。 

（１）外国人労働者の受け入れ状況 

ＥＰＡによる受け入れ

日系人

留学生、就学生

その他

無回答

いる

5.4% 

いない

91.4% 

無回答

3.1% 

n=8,707

11.2

17.5

14.1

58.6

5.5

0% 20% 40% 60% 80%

フィリピン

40.1 

ベトナム

12.2 

インドネシア

7.1 

ブラジル

4.2 

ペルー

2.9 

中国

15.3 

韓国

11.0 

その他

7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=1,034) 

n=474



ＥＰＡによる受け入れ

技能実習生

日系人

留学生、就学生

その他

無回答

活用する予定

はある
15.9% 

活用する予定

はない
80.1% 

無回答

4.1% 

n=8,707

39.5

51.9

28.2

25.3

17.1

4.2

0% 20% 40% 60%

n=1,382

27 

「活用する予定はある」１５.９％のうち、 
「技能実習生」が５１.９％、「ＥＰＡによる受け入れ」が３９.５％。 

（２）外国人労働者を活用する予定 
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（３）外国人労働者を活用する上での課題 

 

58.9 

54.1 

46.5 

41.9 

24.0 

14.4 

3.4 

12.8 

3.5 

4.9 

54.8 

45.9 

40.0 

40.8 

22.0 

9.2 

3.5 

16.3 

4.3 

6.6 

66.6 

69.0 

55.2 

45.8 

21.9 

23.2 

4.0 

6.7 

2.0 

2.8 

58.3 

52.4 

47.6 

40.6 

28.3 

13.5 

3.0 

13.4 

3.7 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

利用者等との会話等における意志疎通に

支障がある

日本語文章力・読解力の不足等により、

介護記録の作成に支障がある

日本人職員との会話等における意志疎通

に支障がある

生活、習慣等の違いにより、日常業務に

支障がある

受け入れ方法や活用方法がわからない

人件費以外にさまざまなコストがかかる

その他

わからない

課題はない

無回答

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 

「利用者等との会話等における意思疎通に支障がある」が５８.９％で最も高い。 
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Ⅲ 運営上の課題 
 １ 介護サービス事業を運営する上での問題点 

「良質な人材の確保が難しい」  
「今の介護報酬では人材確保・定着のために十分な賃金を払えない」 
の割合が高い。 

（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55.2 

48.9 

30.7 
27.9 

24.9 24.7 

10.9 

55.3 
50.9 

31.2 
28.4 

22.4 
26.0 

10.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

良
質
な
人
材
の

確
保
が
難
し
い

今
の
介
護
報
酬
で
は

人
材
確
保
・
定
着
の
た
め

に
十
分
な
賃
金
を
支
払
え
な
い

経
営
（
収
支
）
が
苦
し
く
、

労
働
条
件
や
労
働
環
境
の
改
善
を

し
た
く
て
も
出
来
な
い

指
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
に

関
す
る
書
類
作
成
が
煩
雑
で
、

時
間
に
追
わ
れ
て
い
る

教
育
・
研
修
の
時
間
が

十
分
に
取
れ
な
い

新
規
利
用
者
の
確
保
が
難
し
い

介
護
従
事
者
の
介
護
業
務
に

関
す
る
知
識
や
技
術
が

不
足
し
て
い
る

平成29年度（n=8,707）

平成28年度（n=8,907）
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２ 介護職員処遇改善加算の算定・経営面での対応状況 

（算定した事業所の対応） 

算定した事業所は７５．２％ 

（１）介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応 

 

対象外の事業所である

11.5 

算定していない

10.1 

算定した

75.2 

無回答

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707)
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（２）介護職員処遇改善加算を算定した事業所の対応 一時金の支給が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.9 

58.4 

39.9 

28.3 

28.0 

22.4 

2.3 

1.8 

66.3 

57.1 

38.5 

27.8 

23.5 

20.0 

2.2 

1.7 

58.5 

64.0 

42.6 

30.4 

34.1 

29.0 

2.5 

1.6 

61.8 

54.7 

38.7 

27.0 

26.4 

18.6 

2.2 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一時金の支給

諸手当の導入・引き上げ

基本給の引き上げ

教育研修の充実

昇進・昇格要件の明確化

非正規職員から正規職員への登用

その他

無回答

全体(n=6,548)

訪問系(n=1,943)

施設系(入所型)(n=2,150)

施設系(通所型)(n=2,409)
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３ 介護サービス事業の今後の方向性 

介護サービスの種類を増やす  １２．６％  

（１）介護サービスの種類 

増やす（拡大する）

12.6 

12.6 

11.5 

13.6 

減らす（縮小する）

2.5 

2.9 

2.3 

2.2 

わからない・変化なし

79.2 

77.6 

82.4 

79.4 

無回答

5.7 

6.9 

3.8 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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 事業所の規模を拡大する      １７．５％   

（２）事業所の規模 

 

 

増やす（拡大する）

17.5 

21.1 

12.2 

17.8 

減らす（縮小する）

3.7 

4.3 

3.3 

3.5 

わからない・変化なし

73.6 

68.5 

80.7 

74.3 

無回答

5.2 

6.1 

3.8 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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 人件費総額を増やす         ２８．１％ 

（３）人件費総額 

 

 

増やす（拡大する）

28.1 

27.5 

29.4 

28.3 

減らす（縮小する）

6.1 

5.3 

6.1 

7.0 

わからない・変化なし

60.2 

60.1 

60.6 

60.3 

無回答

5.7 

7.1 

3.9 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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４ 経営状況（平成２８年９月の事業収入１００に対する平成２９年９月の事業収入指数） 

平均指数（％） 

訪問系：１０３．８％  施設系（入所型）：１０１．３％  施設系（通所型）：１０３．７％ 

103.1

103.8

101.3

103.7

平均指数

(%)70%未満

2.8 

4.1 

1.0 

2.7 

70%以上

80%未満

3.7 

5.1 

1.6 

3.8 

80%以上

90%未満

10.5 

12.6 

5.6 

12.1 

90%以上

95%未満

10.9 

11.6 

8.8 

11.8 

95%以上

100%未満

9.9 

7.2 

17.0 

7.6 

100%以上

105%未満

22.2 

17.1 

33.3 

19.6 

105%以上

110%未満

6.8 

4.8 

9.9 

6.8 

110%以上

120%未満

9.2 

9.9 

6.2 

10.8 

120%以上

12.4 

15.5 

5.0 

14.6 

無回答

11.7 

12.1 

11.6 

10.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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５ 介護事業収入に占める人件費の割合 

平均指数（％） 

訪問系：７０．７％  施設系（入所型）：６１．１％  施設系（通所型）：６２．６％ 

65.3

70.7

61.1

62.6

平均指数

(%)50%未満

10.8 

6.9 

12.5 

14.0 

50%以上

60%未満

15.1 

8.8 

22.2 

17.0 

60%以上

70%未満

23.7 

17.5 

28.8 

27.3 

70%以上

80%未満

18.2 

22.9 

13.5 

16.6 

80%以上

90%未満

9.9 

16.8 

3.2 

7.3 

90%以上

100%未満

3.7 

6.4 

1.4 

2.3 

100%以上

2.5 

3.8 

1.4 

2.0 

無回答

16.1 

16.9 

16.9 

13.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=8,707) 

訪問系(n=3,385) 

施設系(入所型)(n=2,296) 

施設系(通所型)(n=2,927) 
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「本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改善に取り組んでいる」が 
６７．５％で最も高い 

Ⅳ訪問介護員、介護職員に関して 
 １ 早期離職防止や定着促進のための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.5 

52.4 

51.8 

48.9 

41.1 

36.8 

36.4 

35.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

本人の希望に応じた勤務体制にする等の労働条件の改善に

取り組んでいる

残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする等の労働条件の

改善に取り組んでいる

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている

(定期的なミーティング、意見交換会、チームケア等）

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている

能力や仕事ぶりを評価し、賃金などの処遇に反映している

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている

（メンタルヘルス対策を含む）

賃金水準を向上させている

仕事内容の希望を聞いて配置している



 ２ 人材育成の取組みのための方策 
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いずれの職種・就業形態においても、 

「教育・研修計画を立てている」が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.4 

32.8 

33.0 

28.7 

30.7 

26.0 

32.4 

6.2 

0.7 

3.7 

6.3 

58.2 

38.5 

36.1 

39.5 

35.4 

31.4 

39.4 

7.5 

0.8 

3.2 

8.0 

57.3 

25.7 

32.3 

21.3 

23.0 

21.5 

21.5 

4.3 

0.6 

4.3 

9.8 

49.3 

30.3 

29.4 

29.4 

26.6 

24.0 

24.5 

4.8 

0.8 

4.7 

13.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者（兼任を含む）もしくは担当

部署を決めている

採用時の教育・研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映

している

法人全体（関係会社を含む）で連携して育成に取

り組んでいる

自治体や、業界団体が主催する教育・研修には積

極的に参加させている

地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成

に取り組んでいる

その他

いずれも行っていない

無回答

訪問介護員正規職員(n=2,082)

介護職員正規職員(n=4,714)

訪問介護員非正規職員(n=2,716)

介護職員非正規職員(n=4,697)
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Ⅴ 労働者の個別状況               
（事業所における介護労働者の個別状況 【最大２０名／事業所】） 

（１）性別 

１ 属性 

女性が７７．８％ 

男性

18.9 

9.5 

14.7 

24.0 

3.9 

22.0 

36.2 

女性

77.8 

87.8 

82.9 

73.3 

92.8 

75.9 

61.3 

無回答

3.3 

2.8 

2.4 

2.7 

3.4 

2.1 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=78,576)

訪問介護員（n=13,084)

サービス提供責任者

（n=2,630)

介護職員（n=33,541）

看護職員（n=8,501)

介護支援専門員（n=2,966)

生活相談員（n=3,494)
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（２）年齢階級 

平均年齢は４７．４歳 

54.0

44.3

49.9

平均年齢

（歳）

43.5

50.3

48.4

47.4

25歳未満

4.0 

1.6 

1.4 

6.9 

0.6 

0.1 

1.7 

25歳以上

30歳未満

6.2 

2.6 

4.2 

8.8 

1.9 

0.5 

6.9 

30歳以上

35歳未満

8.7 

4.0 

7.7 

11.2 

5.0 

4.9 

13.2 

35歳以上

40歳未満

10.5 

6.1 

9.8 

11.7 

9.3 

11.8 

16.9 

40歳以上

45歳未満

12.5 

8.8 

12.2 

12.6 

13.8 

16.4 

18.0 

45歳以上

50歳未満

12.1 

10.7 

15.3 

11.5 

15.4 

14.6 

13.5 

50歳以上

55歳未満

11.7 

11.8 

14.9 

10.4 

15.8 

16.5 

11.6 

55歳以上

60歳未満

11.1 

13.5 

14.8 

9.4 

15.0 

14.4 

7.8 

60歳以上

20.9 

38.5 

17.3 

15.9 

21.2 

19.5 

8.8 

無回答

2.3 

2.4 

2.3 

1.6 

2.1 

1.4 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=78,576)

訪問介護員（n=13,084)

サービス提供責任者

（n=2,630)

介護職員（n=33,541）

看護職員（n=8,501)

介護支援専門員（n=2,966)

生活相談員（n=3,494)



41 

（３）保有資格 

全体では 
介護福祉士（４０．２％）、 
介護職員初任者研修（３６．９％）、 
の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.2 

36.9 

8.9 

3.8 

33.4 

70.9 

1.6 

4.2 

78.6 

35.1 

10.1 

8.5 

50.9 

39.2 

3.4 

4.5 

1.6 

1.3 

6.5 

0.5 

59.9 

18.5 

100.0 

4.3 

65.2 

22.5 

23.2 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護福祉士

介護職員初任者研修

（介護職員基礎研

修・ホームヘルパー

１級・２級を含む）

介護支援専門員（ケ

アマネジャー）

実務者研修

全体（n=78,576)

訪問介護員（n=13,084)

サービス提供責任者（n=2,630)

介護職員（n=33,541）

看護職員（n=8,501)

介護支援専門員（n=2,966)

生活相談員（n=3,494)
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（４）採用の状況 

中途採用が８２．８％ 

新卒採用

7.4 

1.4 

5.3 

11.2 

2.3 

6.6 

12.7 

中途採用

82.8 

87.0 

85.2 

83.2 

90.7 

84.7 

81.5 

無回答

9.9 

11.6 

9.5 

5.6 

7.0 

8.7 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=78,576)

訪問介護員（n=13,084)

サービス提供責任者

（n=2,630)

介護職員（n=33,541）

看護職員（n=8,501)

介護支援専門員（n=2,966)

生活相談員（n=3,494)
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（５） 勤続年数   

  平均勤続年数は５．６年 

5.7

5.2

7.6

7.2

平均

勤続年数

（年）

5.6

7.1

5.6

1年未満

9.4 

8.2 

4.6 

10.5 

11.5 

7.0 

5.8 

1年以上

2年未満

13.5 

12.5 

8.4 

14.2 

15.4 

10.6 

10.2 

2年以上

3年未満

11.5 

11.1 

8.6 

12.0 

11.7 

8.5 

8.6 

3年以上

4年未満

10.3 

9.8 

9.1 

10.7 

10.2 

9.8 

9.9 

4年以上

5年未満

8.1 

8.7 

8.0 

8.5 

7.5 

6.3 

7.6 

5年以上

10年未満

24.3 

25.3 

28.9 

24.7 

21.0 

23.1 

26.8 

10年以上

15年未満

12.4 

14.2 

18.6 

11.2 

10.7 

17.6 

15.8 

15年以上

20年未満

4.9 

6.1 

8.1 

3.9 

5.5 

9.1 

7.4 

20年以上

2.3 

1.1 

2.5 

2.1 

3.6 

5.9 

5.4 

無回答

3.4 

3.1 

3.2 

2.1 

2.9 

2.1 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=78,576)

訪問介護員（n=13,084)

サービス提供責任者

（n=2,630)

介護職員（n=33,541）

看護職員（n=8,501)

介護支援専門員（n=2,966)

生活相談員（n=3,494)
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２ 賃金等 

(1) 賃金の支払形態（労働者 就業形態別） 

  非正規職員の８４．０％は時間給 

月給

55.6 

95.1 

10.9 

日給

2.3 

0.7 

4.1 

時間給

41.3 

3.8 

84.0 

無回答

0.8 

0.4 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=78,576)

正規職員(n=40,518)

非正規職員(n=34,955)
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(２) 賃金の支払形態（労働者 職種別） 

  訪問介護員の７５．６％は時間給 

月給

55.6 

21.3 

82.1 

60.9 

57.2 

88.8 

85.1 

日給

2.3 

2.2 

1.4 

2.5 

2.4 

0.8 

1.1 

時間給

41.3 

75.6 

16.2 

36.3 

39.9 

9.8 

13.6 

無回答

0.8 

0.9 

0.3 

0.3 

0.6 

0.6 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=78,576)

訪問介護員（n=13,084)

サービス提供責任者

（n=2,630)

介護職員（n=33,541）

看護職員（n=8,501)

介護支援専門員（n=2,966)

生活相談員（n=3,494)
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（３） 所定内賃金（労働者）   

＜月給の者＞ 

＜日給の者＞ 

＜時間給の者＞ （*は参考値） 

労働者全体では 
２２７，２７５円 

労働者全体では 
９，７９６円 

労働者全体では 
１，１５７円 

227,275 
198,486 

230,688 
211,464 

271,966 
255,521 244,062 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

労働者全体

(n=40,139)
訪問介護員

(n=2,458)
サービス提供責任者

(n=1,940)
介護職員

(n=19,188)
看護職員

(n=4,424)
介護支援専門員

(n=2,350)
生活相談員

(n=2,773)

(円)

9,796 

11,513 

9,350 
8,551 

10,935 
10,135 

7,934 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

労働者全体

(n=1,426)
訪問介護員

(n=225)
サービス提供責任者

(n=31)
介護職員

(n=698)
看護職員

(n=159)
介護支援専門員

(n=15)*
生活相談員

(n=30)

(円)

1,157 
1,249 

1,132 

956 

1,477 

1,222 

1,046 

0

300

600

900

1,200

1,500

労働者全体

(n=28,026)
訪問介護員

(n=8,541)
サービス提供責任者

(n=338)
介護職員

(n=10,665)
看護職員

(n=2,987)
介護支援専門員

(n=245)
生活相談員

(n=419)

（円）
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（４）賞与  「賞与あり」は正規職員では７２．１％、非正規職員では５４．７％ 

「賞与あり」と答えた労働者の賞与（平均額）は、５７２，０７９円 

賞与あり

70.1 

72.1 

54.7 

賞与なし

12.2 

11.5 

19.9 

無回答

17.6 

16.4 

25.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=43,703)

正規職員(n=38,523)

非正規職員(n=3,818)

572,079 

371,984 

492,830 
547,957 

738,487 
662,043 632,418 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

労働者全体

(n=30,641)
訪問介護員

(n=1,571)
サービス提供

責任者
(n=1,400)

介護職員

(n=15,323)
看護職員

(n=3,384)
介護支援専門員

(n=1,773)
生活相談員

(n=2,119)

（円）

※賞与平均額は賃金支払い形態が月給の者のみの平均額 
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(５) 管理者と労働者の比較 
【賃金の支払形態】 

【所定内賃金＜月給の者＞】 【賞与＜月給の者＞ 】 

管理者の９６．３％が月給 

管理者の所定内賃金は３５６，６７９円 管理者の賞与は７０９，２３０円 

月給

96.3 

55.6 

日給

0.2 

2.3 

時間給

0.9 

41.3 

無回答

2.6 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

管理者（n=6,927)

労働者（n=78,576)

356,679 

227,275 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

管理者

（n=5,902)
労働者

（n=40,139)

(円)

709,230 

572,079 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

管理者

（n=3,285)
労働者

（n=30,641)

(円)



１ 現在の仕事を選んだ理由                       

   ＜平成２９年度介護労働者の就業実態と就業意識調査＞ 
調査事業所の介護労働者（２１，２５０人）の意識調査結果です。 
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「働きがいのある仕事だと思ったから」が５０．１％  （％）

 

 

 

 

 

 

 

50.1 

35.5 
29.7 29.0 

22.9 
20.0 

16.0 14.1 12.9 10.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

働
き
が
い
の
あ
る
仕
事
だ
と

思
っ
た
か
ら

資
格
・
技
能
が
活
か
せ
る
か

ら

人
や
社
会
の
役
に
立
ち
た
い

か
ら

今
後
も
ニ
ー
ズ
が
高
ま
る
仕

事
だ
か
ら

お
年
寄
り
が
好
き
だ
か
ら

介
護
の
知
識
や
技
能
が
身
に

つ
く
か
ら

自
分
や
家
族
の
都
合
の
よ
い

時
間
（
日
）
に
働
け
る
か
ら

身
近
な
人
の
介
護
の
経
験
か

ら

生
き
が
い
・
社
会
参
加
の
た

め

他
に
よ
い
仕
事
が
な
い
た
め



２ 現在の仕事の満足度D.I.   
       （２８年度調査と比較して）           
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（注）満足度のD.I.＝（満足の割合＋やや満足の割合）－（やや不満足の割合＋不満足の割合）。 

すべての項目において、昨年より 
満足度D.I.が上昇した。  

45.1

7.3

-18.3

9.5
5.2

-4.1

21.0

31.8

21.7

4.0

-5.7

10.7

43.5

5.0

-22.0

6.4
1.4

-7.4

19.2

31.1

19.7

2.8

-7.4

8.2

-40%

-20%

0%

20%

40%

60%

80%

100% 平成29年度(n=21,250）

平成28年度(n=21,661)

仕事の内容・

やりがい
キャリアアッ

プの機会

賃金

労働時間・休

日等の労働

条件

勤務体制 人事評価・処

遇のあり方

職場の環境 職場の人間

関係、コミュ

ニケーション

雇用の安定性 福利厚生 教育訓練・能

力開発のあ

り方

職業生活

全体



３ 仕事（職種）・勤務先に関する希望   
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（１）仕事（職種）に関する希望 

（注）「問１（１）に記載されている仕事」： 
訪問介護員、サービス提供責任者、看護職員、介護職員、 
生活相談員、介護支援専門員、PT・OT・ST等 

「今の仕事を続けたい」が５３．８％ 

【目指す職種】 「訪問介護員」が４７．４％ 

今の仕事を

続けたい

53.8 

今の仕事以外で

問1(1)に記載されて

いる仕事をしたい

23.6 

問1(1)に記載

されている仕事

以外の仕事をしたい

4.8 

わからない

13.9 

働きたくない

2.4 

無回答

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

平成29年度

（n=21,250）

訪問介護員

47.4 

サービス提供

責任者

7.5 

看護職員

7.4 

介護職員

13.0 

生活相談員

6.2 

介護支援

専門員

7.5 

PT・OT・ST等

0.4 

その他

1.2 

無回答

9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=5,009)
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（２）勤務先に関する希望 

「今の勤務先で働き続けたい」が５６．９％ 

今の勤務先で

働き続けたい

56.9 

介護関係の

別の勤務先で

働きたい

7.8 

介護以外の

福祉関係の別の

勤務先で

働きたい

1.9 

医療関係の

別の勤務先で

働きたい

2.4 

介護・医療・

福祉関係以外

の別の勤務先
で働きたい

4.1 

わからない

23.2 

働きたくない

2.4 

無回答

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

平成29年度

（n=21,250）



４ 労働条件等の悩み、不安、不満等   
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「人手が足りない」が５３．０％ 
（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.0 

39.6 
34.2 

29.9 
26.7 26.4 24.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

人
手
が
足
り
な
い

仕
事
内
容
の
わ
り
に

賃
金
が
低
い

有
給
休
暇
が
取
り
に
く
い

身
体
的
負
担
が
大
き
い

（
腰
痛
や
体
力
に
不
安
が
あ
る
）

精
神
的
に
き
つ
い

業
務
に
対
す
る

社
会
的
評
価
が
低
い

休
憩
が
取
り
に
く
い



５ 現在の法人に就職した理由  
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 「通勤が便利だから」が３７．６％ 

（％）

37.6 36.8 36.3 35.7 

23.0 22.3 

9.0 
7.1 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

通
勤
が
便
利
だ
か
ら

資
格
・
技
能
が
活
か
せ
る

か
ら

や
り
た
い
職
種
・
仕
事
内

容
だ
か
ら

働
き
が
い
の
あ
る
仕
事
だ

と
思
っ
た
か
ら

労
働
日
、
労
働
時
間
が
希
望

と
あ
っ
て
い
る
か
ら

人
や
社
会
の
役
に
立
ち
た

い
か
ら

賃
金
等
の
水
準
が
適
当
だ

か
ら

法
人
の
方
針
や
理
念
に
共

感
し
た
か
ら



前職なし

11.6% 

前職あり

85.6% 

無回答

2.8% 

n=21,250

６ 前職の有無、勤務先の業種、仕事内容 

55 

【前職の有無】 【仕事内容】 

前職のある人のうち、約３割は「介護関係の仕事」 

32.9

6.8

20.5

60.4

5.8

0% 20% 40% 60% 80%

介護関係の仕事

介護以外の福祉関係の仕事

医療関係の仕事

介護・福祉・医療関係以外の仕事

無回答

n＝18,198

前職あり内訳 



 ７ 前職の仕事をやめた理由 

56 

【全体】 【前職が介護関係の仕事】 

【全体】では「結婚・出産・妊娠・育児のため」が最も多いが、 
【前職が介護関係の仕事】では「職場の人間関係に問題があったため」が最も多い 

（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

24.4 

15.2 

14.3 

12.1 

11.6 

9.9 

9.7 

9.2 

7.5 

4.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

結婚・出産・妊娠・育児のため

自分の将来の見込み

が立たなかったため

職場の人間関係に

問題があったため

収入が少なかったため

他に良い仕事・職場

があったため

新しい資格を取ったから

法人や施設・事業所

の理念や運営の

あり方に不満があったため

人員整理・勧奨退職・

法人解散・事業不振等

のため

自分に向かない仕事だったため

家族の介護・看護のため

（％）

 

 

 

 

 

 

 

 

20.0 

18.3 

17.8 

16.3 

15.6 

15.0 

11.5 

7.2 

6.0 

4.6 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

職場の人間関係に

問題があったため

結婚・出産・妊娠・育児のため

法人や施設・事業所の

理念や運営のあり方に

不満があったため

他に良い仕事・職場が

あったため

自分の将来の見込みが

立たなかったため

収入が少なかったため

新しい資格を取ったから

人員整理・勧奨退職・

法人解散・事業不振等のため

自分に向かない仕事だったため

家族の介護・看護のため
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